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農幽漁村Eターン者億宅の隷號的活用・管理システムに瞬する薪甕
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団塊の世代は1970年以降、その一部が大都市圏から地方県に向かうが、人口予測からも、特に強い地方回1刷頃向は見られない。地

方の町村では、近年、転入人口が一定の水準を維持するものが見られ、1・Uターン者の存在が伺われる。ただ、年齢的には25～誕

歳の転入が目立つ。また、これらの町村では、世帯主が60歳以降に、その世帯数は減少し、退職後世代1・Uターン者の持家指向と

ともに、その継承意識の弱さとも相侯って、多くの空家の発生が見込まれる。島根県では、行政による空家の借上げ+改修等助成など

優れた制度が見られ、その普及と習熟による、空家等居住環境ストックの、より若い世代への継承・活用が重要となっている。

キーワード1)団塊の世代 2)コーホート変化率法,3)転出入人口,4)空家発生数予測5)

6)持家継承藩識7)methY昔上げ助成制度,8)居住環境ストック
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はじめに

田舎暮らしブーム、民間による農山漁村空家の「流

通」が話題となる中、深刻な過疎に悩む地方は「団塊の

世代の一斉退職」に期待し、「喫緊の課題」として彼ら

を取り込むための方策の検討・実施に向け取り組みを開

始している。しかし、それらの対応が近視眼的に進めら

れた場合、「1ターンバブル」とでも表するべき事態を

招く危険も否定できない。1ターン者世帯は、一般的に、

複数世代にわたって、当該地域に定住することは極めて

稀である。また、彼らが、10～15年を経過して後期高

齢期に至る過程で、医療・福祉サービス基盤の脆弱な農

山漁村での生活に耐え切れず、また、地域に馴染めず都

市へと逆流することで、多くの新規空家の発生が十分に

予想される。このように多くの問題をはらむ現象ではあ

るが、これらに対する農山漁村側の主体的なコントロー

ルが実現すれば、都市との連携、マンパワーの導入、ひ

いては自然豊かな田園的「居住環境ストック」形成につ

ながる可能性を持つものと考えられる。

本研究では、島根、山口、熊本、大分の4県を対象に

大都市を擁する都府県との関係で、第一に、両地方にお

ける「団塊の世代」の動向を、その現状を踏まえて予測

すること:L年齢階層別・圏域別人口の予瀾。第二は、

過疎農山漁村に向かうであろう「団塊の世代」をはじめ

とする1・Uターン者の概数を推計すること:2.4県下

町村における亙・Uター・・…ン者数の推計一転入人口の推計

を中心に。第三は、それらを受止める農山漁村における

住宅の種類・概数(空家を含む)を推計すること:3,3

類型町村における世帯数・空家数の将来推計。第四に、

典型地域における1・Uターン者の住宅を巡る意識・動

向から世代ごとの特徴を把握し、併せて当該町村の住宅

対策を調査し、その教訓と問題点を明らかにすること:

4」・Uターン者住宅の現状および将来の問題点。そし

て、第五に、それらの教訓を踏まえ、住宅ストックの増

加見込みにより生じる新たな課題に対応した、その持続
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的な活用・管理システムに関する提案を行うこと:

5.1・Uターン者住宅を含む農山漁村住宅ストックの持

続的活用・管理システム構築に向けて一を目的とする。

1.年齢階層別・圏域別人口の推移

一「団塊の世代』を中心に一

本章ではコーホート変化率法により、首都圏はじめ大

都市圏内外での団塊の世代人口の将来動向をマクロに把

握し、特に、地方圏へと向かう流れがどのようになるの

かを検討する。

1-1.人口推計の方法

1960～2005年国調の団塊コーホートの人口推移を把

握し、コーホート変化率法により人口推計を行う。ここ

で2005年の団塊コーホートは55～59歳に含まれてい

て、2025年には75～79歳の後期高齢期に入る時期で

あることから、2005年の実績値を基準年次と設定し、

20年後まで推計を行う。まずコーホート変化率にっい

ては、1995年から2000年の変化率rRC、,k1(9500)と

2000年から2005年の変化率rRC,,k1(0005)の平均値

rRC,,kl(9505)を算出し、その変化率がその後20年間

一定であると仮定し、t年における性別年齢別人口;J

、,k1(t)の推計を行う。なお出生率・出生性比は1995年

から2005年の平均値がその後20年間一定であると仮

定し、出生数RB、,1(t+5)を算出する。(式1)

Js,kl(t+5)=Js,kl(t)×rRCs,kl+5(9505)+RBs,1(t+5)

…………・(1)

s;性別(s=1;男,2;女)

t;年(西暦下2桁)

k1;年齢階層(k1=1,2,…,20;5歳間隔,21;100歳以上)

1-2.関東圏と地方圏の人口推移の比較

東京都、関東首都圏の政令都市(横浜、川崎、千葉

市)、それら以外の関東首都圏(埼玉県、千葉県、神奈

川県)の団塊コーホートの人口推移と、地方県(山口、

島根、熊本、大分県)の団塊コーホートの人口推移につ

いて、1960～2005年の実績値、2005～2025年を推計

値として図1-1に示す。

東京都の団塊コーホートは1960～1970年の10年間

で794千人の増加(増加率190%)で倍増している。

また政令市は同じく1960～1970年の10年間で234千

人の増加(増加率204%)が続いた。一方、地方県郡部

は1960～1970年の10年問で202千人の減少(減少率

158%)がみられる。このように首都圏の団塊人口が増

加し、地方県が減少していることから、地方からの流出

人口は首都圏に集まったという状況が見てとれる。

そして1970年代をピークに都市の団塊人口は減少を

はじめる。もっとも顕著に現れるのは東京都であり、

1970～1980年の10年間で545千人の減少し、さらに

緩やかに減少が続いている。人口減少の要因として「自

然減」が挙げられるが、年齢的にその数が多いとは考え

難い。っまり「社会減」の影響が大きいと考えられ、マ

イホーム取得するため近郊の首都圏郊外へ移動したとい

う状況が考えられる。これは東京都・横浜市・川崎市・

千葉市を除いた関東首都圏の団塊人口の1970～1980年

の増加率が133%である状況から推測される。特にまた

地方県の減少は1970年に底をうち、1980年代にかけ

て緩やかに増加している。つまり1970年にかけての東

京都への大規模な流入から東京周辺の関東圏、特に郊外

部への人口移動が大きいが、それらがすべて関東圏に定

住しているわけではなく、地方県にUターンしている状

況が推測される。

1-3.先進世代の鋤向よりみた団塊世代の変動予測

団塊世代の将来的な人口推移を類推することを目的に、

団塊世代の10年前に生まれた先進世代の推移も図1-1

に追記する。

その推移をみると、東京都の減少率が大きく、東京周

辺の関東圏への移住や、地方圏へのUターンが推測され、

60歳を過ぎても、減少し続ける。また横浜市・川崎

市・千葉市は40代まで増加して、360～370千人で推

移するが、60才を越えると減少傾向となる。さらにそ

の他の関東圏は40代、50代と緩やかな増加傾向を見せ、

60才をこえると減少傾向に転じる。そして地方圏にお

ける先進世代の推移は30代から60代まで115千人前

後で大きく変化することなく推移し、60代後半から減

少傾向になる。このように先進する世代の推移から推測

すると、定年を迎えた時点、又はその数年で地方圏の人

口が増加することは想定しにくく、都市から地方へ居住

地を変更する世帯は多くは期待できないと考えられる。

1-4.関東圏・中京圏の人口推移の比較

同じく大阪市、神戸市、それら以外の関西圏(京都府、

大阪府、兵庫県、奈良県)、名古屋市、それ以外の中京

圏(愛知、岐阜、三重県)における団塊コーホート人口

の推移を図1-2に示す。

大阪市の団塊人口は1960～1970年の10年間で100

千人の増加(増加率135%)であり、また神戸市は35

千人の増加(増加率132%)、名古屋市は102千人農

増加(増加率165%)である。そして大阪市・名古屋市

の団塊人口は1970年代をピークに減少をはじめ、1970

～1980年の10年間の減少率は大阪市139%、名古屋市

122%である。また、周辺を含めた中京圏の団塊人口は

増加が続くことから、関東圏と同様に都市圏郊外地域に

移動している状況がみられる。ところが関西圏における

団塊人口は1975年をピー一一・クに減少が続くことから、関

西圏に一旦流入したが、その後、地方へUターンする、

もしくは関東圏に移動する状況が推測される。
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1m-・山・鯉・大分・熊繍翻一ひ一E・1・1

年～平成17年。さらに③国勢調査報告のうち「人口移

動集計結果転出入」の昭和45年、同55年、平成2

年、同12年(この種の集計は10年ごとに実施されて

いる。)一等である。

分析、推計の方法は、第一に2005年を起点に、2000

年ころまで遡り、その間の住民基本台帳に基づく転入人

口(総数、男女)の動向から①増加しているもの、②前

段まで減少傾向にあったが、一定の「持直し」を見せて

いるもの、③前段で減少傾向にあったが、「下げ止ま

り」となり、ほぼ平衡状態にあるものを選び出す。なお、

対象は、「農山漁村」としているため、市を除いている。

第二に、近年における現象をより長期のスパンから位置

づけるため、同転入動向を1962年まで遡り検証する。

第三は、1960年～2005年の国勢調査人口の動向と、転

入人口との比較を行うとともに、転入人口中の年齢階層

を推計すること等である。

これらの結果から、国勢調査人口が全期間を通して減

少傾向にあるが、近年転入人口が増加、持直し、平衡状

態にある町村を洗い出すものである。近年転入人口が一

定水準以上を数えることは、その中に1・Uターン者が

一定数含まれるものと予想される。なお、分析の対象と

した「町村」は、いわゆる「平成の大合併」前の町村と

している。集計・分析の結果は表2-1に示している。

図1-2関西圏と中京圏の団塊コーホートの推移

2.4県下町村における1・Uターン者数の推計

一転入人ロの推計を申心に一

ここでは、4県下一島根県、山口県、熊本県、大分県

一町村における転入人口の動向の分析を通し、近年にお

ける1・Uターンの量的な推計の試行的な結果及び一部、

1ターン者の動向について述べる。

この分析・推計に際して使用したデータは①「住民基

本台帳人口移動報告市町村篇」昭和37年～50年の島

根・山口・熊本・大分各県分(以下全てこれら4県

分)、②「住民基本台帳人口移動報告年報」の昭和57

2-1.1・Uターン者が多いと予想される町村の3類型

短期転入人口「増加」町村

2005年から2000年ころまで遡り、その間に転入人

口が増加の傾向を示す町村は島根県:11/51町村、山

口県:2/42町村、熊本県:12/83町村、大分県:8/

47町村に上った。これらの町村では、一部を除いて、

長期的な転入人口の動向において「持直し」の傾向を示

している。例外的なものは島根県柿木村、熊本県産山村、

田浦町で長期的には「平衡状態」の傾向が見られる。そ

の他、熊本県泉村では「減少」であり、大分県安岐町で

は「増加」傾向を示している。

これらの町村で注目されるのは、第一に、隠岐の4

町、姫島など、都市から離れた位置にあることである。

これらを含め10/33が海とのつながりが強い。第二は、

国道や鉄道が通らず、大きい都市とは隔たったものが6

っに上ること。第三には、大分・熊本の阿蘇山・温泉な

どの要素を持つものが3つあり、うち2つは国道・鉄

道の通らないものである。地形的には、島嘆部を除くと

中山間地域、山間地域が24を占めており、平地は3町

に過ぎない。都市との位置関係では、人口2～3万人規

模の都市に隣接または比較的近いものが10、4～10万

人規模の都市に隣接または近いものが16、数十万人規

模の都市に近いものが2つ数えられ、概して小規模都

市の圏域に属するものが多いと言える。
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短期転入人農『持直し」町村

該当する町は、島根県には存在せず、山口県:1/42

町村、熊本県:2/83町村、大分県:2/47町村の5町

に過ぎない。これらは長期の転入傾向でも「持直し」の

情況を呈している。立地条件的には、やはり1町を除

いて中山間地域にあり、ただ、国道・鉄道などあるいは

高速道ICがあるなど、交通基盤に比較的恵まれており、

中小規模都市に隣接または近い位置にある。いわば「町

めいた」性格を持つものと言えよう。

短期転入人羅「平衡」町村

島根県:2/51町村、山口県:6/42町村、熊本県:

7/83町村、大分県:8/47町村など、計23町村とな

っている。長期の転入状況では、他の

種類と比較して若干ヴァリエーション

が見られる。「持直し」傾向のものが

やはり最も多く15、次いで「平衡」

が6つとなり、「減少」、「増加」

が各1っずっある。短期で「平衡」

であることから、長期的にも「増加」

傾向は弱い。地形的には中山問13、

山間4が大きな比重を占める。これ

らの町村に見られる特徴の第一は、阿

蘇はじめ温泉や観光地などを有するも

のが11に上るなど、いわゆる「魅力

ある」町村が多いことである。第二は、

短期転入増加町村ほどではないが、海

岸に面したものが7つあることであ

る。交通条件は2つを除き、国道、

鉄道、駅、があり、高速道のICのあ

るものなど、比較的恵まれている。都

市との距離関係は、21中の16が4～

15万人規模の都市に隣接または近い

距離にあり、その他も含めて孤立的な

ものはほとんど見られない。

いて回答が得られた。

個別町村についての転入人口と1ターン者との関係は

後者が極めて少ないため6町村合計で両者の関係を見

る。20⑪2～2004年の動きに若干の関連性が見て取れる

程度である。その他で注目されることは男女ともに25

～34歳に約半数の大きな集中が見られ、それ以下の年

齢層が16.3%、35～49歳の年齢層が26.0%を占めるな

ど、50歳以上の年齢層が極めて少ないことである。ち

なみに、Uターン者数においても1町村を除いて同様

の傾向が見られる。これらのことから、少なくとも、当

該6町村においては、現段階で所謂「団塊の世代」の

1・Uターンの動きはほとんど見て取れないと言える。

  図2一て.短期転入増加町村
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図2一て短期転入増加町村転入人口推移(島根県西縄町:1962～2003)

2-2.年齢別転入人口動向と1ター

ン者数との関連

以上までの段階では、転入人口の性

別・年齢構成及び1・Uターン者数の

動向は不明である。そのため、4県計

203の旧町村及び非合併町村(一部人

ロ3万人未満の市を含む)について

1990年以降2005年までの男女別・

年齢階層別1・Uターン者数等にっき

照会した結果、ほとんどの自治体にお

いて、上記実態が把握されていないこ

とが分かった。その中でも、島根県1、

山口県4、熊本県1の計6自治体にっ
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表2-1短期転入人口が増加、持直し、平衡状況にある町絹一覧 表2-24県におけるコーホート別他都道府県との転出入バランス、国調人口

島
根

山
口

熊
本

大
分

些
熊
本
大
分
島
根

山
口

熊
本

大
分

三隅町
大社町
伯太町
大東町
三刀屋町
仁多町
西郷町
都万町
海士町
西ノ島町
柿木町
須佐町
福栄村
坂本村
鹿北町
鹿央町
菊水町
南小国町
矢部町
岡原村
須恵村
球磨村
産山村
田浦町
泉村
野津原町
本匠町
荻町
直入町
大田村
緒方町
姫島村
安岐町
三隅町
鏡町
倉岳町
湯布院町
耶馬漢町
宍道町
津和野町
東和町
徳地町
秋穂町
川上村
旭村
阿武町
久木野村
豊野村
一の宮町
白水村
苓北町
小国町
水上村
大山町
弥生町
鶴見町
久住町
庄内町
九重町
本耶馬渓町

上浦町

2000年
国調人

8,073

16,020

5.530

14,607

8,561

8,733

i3,194

2,156

2,672

3,804

1,848

3,792

2,617

5,771

51290

5,2料

6.743

4.657

12,386

2.935

1,471

5.201

1β24

51352

2,775

5,094

2,049

3,584

2,891

1,906

6,546

2,761

10,010

6,419

16,174

3,861

11,407

5,459

9,489

61098

5,255

81375

71941

1,220

2,170

4,555

2,547

5,041

10,0」「4

4,583

9,436

8,954

2,706

3,910

7.079

4,335

4,725

9,317

11,566

3,910

2,714

転入人
口・長期

持直し

持直し

持直し

持直し
持直し

持直し

持直し

持直し
持直し

持直し

平衡

持直し

持直し

持直し

持直し

持直し

持直し
持直し

持薩し

持直し

持直し

持直し

平衡

衡
少
平
滅

持直し

持直し

持直し

持直し

持直し

持直し

持直し

増加

持直し

持直し

持直し

持直し

持直し
衡
少

平
減

平衡

持直し

持直し

持直し

持直し

持直し

増加

持直し

持直し

持直し

持直し

平衡

平衡

持直し

持直し

持直し

持直し

持直し

持直し

平衡

平衡

童云入人
口・短期

増加

増加

増加
増加

増加

増加

増加

増加

増加

増加

増加

0
門
目

 占
β
力

曽
赫
冒

工
よ
圭

増加

増加

増加

増加

増加

増加

増加

増加

増加

増加

増加

増加

増加

増加

増加

増加

増加

増加

増加

増加

持直し

持直し

持直し

持直し

待直し

衡
衡
平
平
衡
衡
衡
衡
衡
衝

平
平
平
平
平
平
衡
衡
衡
衡
衡
衡
衡

平
平
平
平
平
平
平
衡
衡
衡
衝
衝
衝

平
平
平
平
平
平
衡
衡
平
平

直近・隣接市の規
模等

両隣接・5万人

3万と9万に隣接

3万人に隣接

直近20km・15万人

9万人に隣接
直近30km・9万八

なし

なし

なし

なし

直近25km・5万人

直近21km・5万人

5万人弱に隣接
10万人に隣接
3万人に隣接

3万人に隣接
4万と3万に隣接
直近28km・3万人

直近30km・66万人

直近i8km・4万人

直近15km・4万人

4万人に隣接

2万人に隣接

10万人に隣接
10万人に隣i接

粥万人に隣接
直近12km・5万人

2万人に隣接

2万人に隣接

2万人に隣接
2万人に隣接

なし

2万人に隣接

5万人に隣接

10万人に隣接

直近16km・4万人

13万人に隣接

直近17km・7万人

直近12km・15万人

5万人に隣接

直近26km・3万人

14、12、10万隣接
14、12万に隣接

5万人に隣接

5万人に隣接
5万人に隣接

直近33!㎜・66万人

直近10km・4万人

直近48km・66万人

直近33㎞・66万人

4万人に隣接
直近25km・6万人

直近25km・4万人

6万人に隣接
2万人に隣接

5万人に隣接
2万人に隣接

13万人に隣接
直近30km・13万

直近12krr1・7万人

2万、5万人に隣接

       隼次コーホート・項屋19601965酎7⑪1975～80{985～901995～OO
       ①各隼次年齢{0～1438550620～24一       圏課人口0～43761651_,
       入出バランス604810侶△45031
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       入出バランス△21990△19,331開"△660075,963

       ④各年次隼齢5～915～191囚36168025～2935～39       團調人口胃402192289,62魂30t271
       入出バランス△7,尋7531678△384"毒1684
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       ⑨各年次葦齢20～24397380△2037030～3440～4435627450～54344250△89060～64336β31       國調人〔】入出バランス3501579       △1615501889囚5081

       ⑩各厳次隼齢25～2935～39△繍響45～493945271,65355～5937803968965～693521914       国調人口

       入出バランス"h2203

①80年次0～4歳C。hort
④80年次15～19歳C。h。rfL
⑦団塊の世代c。h・rt
⑩80隼次45～49畿C。h・rt

以上の傾向は、僅か6町村の資料に基づくものであり、

一般化するのは困難である。そこで、国勢調査の人口移

動データから、年齢5歳階級でまとめた各集団

(CQh。rt)の大都市圏と4県との人口移動の状況を取り

出して考察する。その結果は表2-2に示す。特に1995

～2000の人口移動に着目すると、1980年時点で25～29

歳、同30～34歳の集団の4県への移動が他の集団、特

②80奪次5～9歳C。h。r吃③80年次10～槻歳C。h・rt
⑤80年次20～24歳C。h戯⑥80年次25'-29歳G・hort
⑧80年次35～39議C。h・rt⑨80年次40～44歳C。h。rt

に団塊の世代に比べ、格段に大きいことが分かる。その

他でも35～39歳、55～59歳、6Q～64歳の集団もかなり

の数・率で移動していることが分かる。すなわち、団塊

の世代は4県への移動が大都市への移動を上回ってはい

るが、特により若い層に比べ数・率ともかなり下回って

いるという結果である。このように、団塊の世代の4県

への「回帰」がかなりの程度見られるものと予想したが、

農山漁村回帰については、むしろ、より若い層にその傾

向が強いという結果となった。

3.3類型㌫村の世繋数・r蜜き家」数⑳将来推計

一「隆　塊の世代』を中心に一

ここでは、1.で算出した推計人口に主世帯率と住宅型

比(家族構成・住宅所有関係別構成比)を乗ずることによ

り住宅型別世帯数の推計を行う。地方においては人口減

のみならず世帯数減の局面に入っている地域がみられる。

居住世帯がいなくなった後の空き家の活用を考える基礎

資料として将来世帯数の推計を行う。

3-i.健帯数の推計方法

まず、1995年と2000年、2005年の国調より主世帯

数を把握し、それぞれの年の人口に対する主世帯数の比

率(主世帯率;rH1,,k2(t))を算出する。その3期間の

平均主世帯率がその後20年間一定であると仮定し、
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2005年～2025年の推計人口に乗じてt年における性別

年齢別主世帯数;Hl,,k2(t)を算出する。

Hls,k2(t)=Js,k2(t)×rRHls,k2(9505)
……・……(2)

k2;年齢階層(k2=1;15～19歳,2,3,…14,5歳間隔,

15;85歳以上)

さらに2005年の家族構…成別・住宅の所有関係別・性

別・世帯主年齢別世帯数の主世帯数に対する比率(住宅

型比;rH2、,k2,i,f(t))を算出し、その後20年間一定で
あると仮定し、2005年～2025年の推計主世帯数に乗じ

てt年における性別年齢別家族構成別住宅所有関係別世

帯数;H2、,k2,i,Kt)を算出する。なお、人口20万以下の

市町村においてH2,,k2紙t)のデータが集計されていない

ため、今回は郡部におけるrH2、,k2,i,f(t)を対象町村に適

用する。

H2s,k2,i,f(t)=Hls,k2(t)×rRH2s,k2,i,f(9505)
…。・…。・…(3)

i;住宅所有関係(i=1;持家,2;民営借家,3;給与住宅,

4;公営借家、都市機構・公社の借家)

f;家族構成(f=1;単独世帯,2;夫婦のみ世帯,3;多世代同居)

3-2.団塊世代の世帯数変動と「空き家』発生数

式(3)を用いて2.で分類した類型町村の将来世帯数を

算出する。ここでは「農山漁村における住宅ストック」

の推移が重要なテーマになってくるため、一般的に中古

住宅の普及が低い持家居住世帯数の推計結果を抽出する。

そして一般的な持家取得年齢は40歳代以降であること

から、団塊コーホートが40歳代に入る1990年以降の

抽出地域の合計値の推移を図3・1に示す。

まず団塊の世代にっいて、40歳代(1990年)から持

家取得のため世帯数が増加していて、60～64歳(2010

年)で最も多くなる。1990～2010年にかけて、熊本

21町村は2368世帯の増加(2228世帯から4596世帯

へ)である。そして65歳を超えたところで増加から減

少に転じ、2025年にかけて1615世帯の減少(4596世

帯から2981世帯へ減少率35.1%)である。

ここで算出した持家総数の推移を図3・2に示す。持家

総数に対する団塊コーホートの持家数構成比は

7.4%(1990年),12.4%(2000),15.3%(2010),14.0%(2020)

であり、団塊の世代の増加と共に構成比は高まり、減少

と共に低まる。2010年から2025年にかけて1615世帯

の減少が予測されており、世帯減により発生する1615

戸の空き家の流通・活用を考えていく必要があると考え

られる。

次に家族形態変動の特徴をみると(図3-3)、40～44歳

コーホートで同居世帯が主であり、50歳代まで実数は

増加している。しかし50歳代に入ったところから夫婦

のみ世帯が増加してきて、65～69歳コーホートでピ・一・一一

(世帯)
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図3-1熊本21町村の団塊コーホートの推移
※(△△一)は対象コーホートの年齢階層である。
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図3-2熊本21町村の持家総数の推移
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図3-3熊本21町村の団塊コーホートの家族構成の推移
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 匡璽妻三肇鍛窪講τ.'
図3-4Pt」口9町村の団塊コーホートの推移

クとなる。特に山口の9町村(図3・4)はこの夫婦のみ世

帯の増加が他の地域に比較して大きく、同居世帯と同数、
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もしくはそれ以上の世帯数となる。またその地域の主と

なる居住形態の入れ替わり時期が60歳代に入った期間

であり、居住形態の単独化が他の3県より早くおとず

れると推測される。

3-3.団塊世代と10年前後する世代の推移との比較

図3・1より団塊の世代において60歳をすぎてくると

「世帯主女性の単身世帯」の増加が大きくなり、75～

79歳コーホートまで増加が続くことが算出されている。

ところが、10年先進する世代においては(図3・6)、80

歳に入って居住形態は減少に転じていることから、団塊

世代からこの世代においても2030年には「世帯主女性

の単身世帯」も減少に転ずることが類推される。

また、図3-7,8に坂本村(熊本県)の団塊世代の推移と

10歳先進世代の推移を示す。短期転入人口「増加」町

村においては10年先進する世代の世帯数の方が、団塊

の世代より大きい地域がいくつか見られる。熊本では産

山村・泉村・球磨村・坂本村・田浦町、大分では直入町、

山口では福栄村、島根では三隅町が該当する地域である。

これらは山間地(産山村・泉村・球磨村・直入町)や中

山間地(坂本村・福栄村・三隅町)、海岸沿いの平地

(田浦町)であり、農林漁業の働き手として地方に残る

人の比率が高かった、もしくは一旦都市に出ても帰郷率

が高かったということが推測される。

ここで短期転入人口の推移による類型地域の世帯総数

の変動をみると、「増加」地域は1990年から一貫して

減少している。しかし、「平衡」と「持直し」地域にお

いては、ほぼ図3・2に示すような推移をみせ、1990～

2005年にかけて世帯数は増加傾向であり、その後は比

較的緩やかな減少となる地域がみられる。例えば図3・9

に示す三隅町(山口、中山間・海岸沿い)は、1607世

帯(1990年)から1712世帯(2005年)へ増加し、

1513世帯(2025年)へ減少(減少率11.6%)という推

移が特徴的である。

4.1・Uターン者住宅の現状および将来の問題点

4-1.調査対象地の概要と調査方法

調査対象は、定年退職後の1・Uターン者が多く見ら

れる山口県周防大島町と島根県西ノ島町、及び若者単

身・ファミリー世帯の1ターンが多く見られる島根県海

士町を選定した。調査対象地の概要を表4-1に示すが、

3町とも島で西ノ島町と海士町は離島、大島町と比較す

ると西ノ島町と海士町は面積・人口・世帯数共に小規模

である。調査項目は、1)町村の定住施策と住宅供給方

法、2)U・1ターン者の移住目的,住宅形式,定住・

住替え意向である。調査期間は平成18年11月から平成

19年8月である。
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表4-1調査対象地の概要

     地域面積(k㎡)人口2000-2005年の人口増滅率(%)世帯数
     山口集大臨郡周防大臨町13・16[綱澗9,576
     鴎根緊隠鹸郡西ノ島町55.983,485一8.尋1,566
     島根累隠鹸郡海士町33.52,581一3.41,160

9-2.対象自治体の定往施策と住宅供給方式

町の主な住宅供給方法を表4-2に示す。3町共に空家

活用に取り組んでおり、西ノ島町と海士町では家具・家

電付き体験住宅と長期賃貸が可能な定住住宅が併用され

ている。さらに西ノ島町では分譲団地の整備も行われて

いる。以下に町担当者に対するヒアリング結果から得ら

れた住宅供給方法の特徴と現状の課題をまとめる。

1)山口県周防大島町の取組み

島であるが本州と橋で結ばれ、隣接する市街地へも比

較的近いことから、大島町に住み町外へ働きに出る人が

多く見られる地域である。平成14年から1・Uターン

促進と空家活用を目的として、希望者に空家の紹介を行

なう「空家情報有効活用システム」が構築されている。

2000年以降約140人の1・Uターン希望申込者がいる

が空家提供が進んでいない。新規に1・Uターン者用住

宅を建設する財源もなく、また町営住宅は入居後1年以

内に町内の保証人が必要であるため1・Uターン者が賃

貸することは困難であり、1・Uターン希望者に対する

住宅が不足している。一方で町内や近隣市街地の不動産

業者が中古住宅や土地を売り出しており、海の見える高

台に別荘地が形成されつっある。

2)島根県隠岐郡西ノ島町の取組み

平成6年から都市生活の経験と知識を持ち西ノ島暮ら

しに意欲を持っ50歳以上の年代を島に誘致する目的で

「シルバーアルカディア事業」に取り組み、定年退職者

の1・Uターンを積極的に誘致している。事業内容は住

宅施策が中心で、短期・長期滞在型施設、分譲団地、空

家活用住宅が整備されている。空家活用住宅は、町が

10年間空家を借り上げ、県の外郭団体からの助成金を

活用し改修を行い、賃貸住宅として提供するもので

ある。西ノ島町には不動産業者がないため、町が住宅供

給の窓口となっている。早期から定年退職者の移住に着

目し誘致を進め、平成19年6月現在で47世帯94人の

実績をあげている。当時移住してきた人の年齢も高齢化

しているため身体的理由や島の医療環境に対する不安感

が要因で転出するケースも生じている。

3)島根県隠岐郡海士町の取組み

海士町では若者の1・Uターンを積極的に誘致してお

り、平成8年から海士町に移住し就職した人に対して1

年目の生活支援を行う「産業体験事業」に取り組んでい

る。平成10年からは1・Uターン者に地元の人が気づ

表4-2自治体の住宅供給方法

     自治体住宅騰方法11内容不動産業者の有無
     山口累周防大臨町1)空き家情報有効活用システム倥き家情報の提供。不動産業者の仲介可。i有

     麟浸県西ノ賜町1)短期滞在型施設家異・家電付きの体験住宅・3LDK(2戸)i無     2)畏期滞在型施設1年間滞在可能・3LDKQO戸)ld1     一3)空き家活用住宅自治体借り上げ型空き蜜活用住宅q3戸)
     4)分譲団地平均93坪q8区画「　一■

     臨根県海士町1)産業体験住宅家異・家電付きの体験住宅(8戸)無     2)定住促進住宅畏期賃貸可能・1DK・3DK(32戸)1
     3)リニューアル住宅自治体借り上げ型空き家活用住宅(27戸)1

表注)()内の実績はH19年3月時点のもの

かない魅力的な発想や知恵を提案してもらい、町づくり

に活かすことを目的とした「商品開発研修生」を募集し

ている。住まいの受け皿としては新規で建設された家電

家具付き体験交流住宅(短期滞在用)と定住促進住宅

(以下定住住宅)、及び旧社宅や空家等の既存住宅を活

用したリニューアル住宅が確保されている。リニューア

ル住宅は西ノ島町と同様に町が借上げて改修後に賃貸す

るものである。海士町にも不動産業者がないため、1・

Uターン者への住宅供給は町が窓口とならざるを得ない。

1・Uターン希望者が多く住宅の供給が追いついていな

いのが現状で、町は「リニューアル住宅は費用が少なく

住宅を確保できることや、景観を維持するためにも重要

な事業である。」と考えている。

4-3.1・uts-一ン世帯の属性

一世帯構成・移住目的・定住慈向・住宅形式一

調査事例は大島町15、西ノ島町4、海士町14の計33

例である。まず世帯構成を表4-3に示すが、大島町はU

ターンが9、1タ・一…一ンが6で、中高齢世帯が8と多く含

まれている。西ノ島町は4例全て1ターンの中高齢夫婦

世帯である。海士町も14例全て1ターンでファミリー

世帯8と若者単身世帯6で構成されている。

次に、世帯属性の特徴を表4-4に示す。①中高齢夫婦

世帯では、1ターンの場合は退職後の田舎暮らしを、U

ターンの場合は退職後の実家継承を目的に移住しており、

大半が移住後は無職で年金暮らしである。②Uターン・

単身男性+高齢の両親の世帯では、実家継承又は家業後

継を目的に移住している。③ファミリー世帯では、大半

が田舎暮らしと転職及び子育てを目的に移住しており、

世帯主の職業は農林漁業とサービス業等の第二・三次産

業の割合が半々である。④若者単身世帯では田舎暮らし

を目的に移住し第二・三次産業に就職しており、農林漁

業に就いている事例は5例中1のみである。

世帯構成別の住居形式を図4-1、定住意向を4-2に示

すが、中高齢世帯では持家が半数を超えており、次いで
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空家が多く、定住希望は7割である。単身男性+高齢の

両親と同居世帯でも同様の結果となっている。ファミリ

ー世帯は戸建借家と定住住宅が8割強を占め、「仕事が

続けられる限り定住したい」と回答した事例を含めると

9割が定住を希望している。一方で若者単身世帯では、

定住住宅が大半で定住希望は3割と低い。

以上から世帯属性の特徴として、①大島町と西ノ島町

の事例である中高齢夫婦世帯及び単身男性+高齢の両親

と同居世帯は持家に住み定住を希望、②主に海士町の事

例が多く含まれるファミリー世帯は借家に住み定住を希

望、③海士町の事例である若者単身世帯は定住住宅に住

み定住は希望していない、ことがあげられる。

表4-3調査事例の世帯構成

        世帯構成とU/!ターン自治体1中高齢失婦亘単身男性+高齢の両親皿ファミリ∬1若者単身計
        IuuIu1

        大臨町姦轟3221-一一一璽母        西ノ島町遷

        海士町8s14

        計843102633

工

騒手寺家(新築)

f
f

3 口持家(継承)

皿

卜

趨羅憲盤虚露麹

騒戸建借家

回定住住宅

醗町営住宅

4-4.1・Uターン世帯の属性・住宅形弍から見た住

宅の鰹承、住替え意向と今後の課題

住居形式別に転入者に対するヒアリング調査から得ら

れた住居選択別にその特徴と課題をまとめる。

1)大島町・西ノ島町(中高齢世帯が中心)

新規に持家を取得している5例のうち、2例が住居選

択要因として「永住の意志が強かったため」と回答し

ており、この2例は中古住宅を購i入している。実家を継

承している7例のうち、6は「長男だから実家を住み継

いでいる」と、実家の継承意識が高い世帯である。この

ように中高齢世帯では永住意向が強いため持家率が高い

と考えられるが、一方で「転入当初戸建i借家を希望して

いたが、希望する空家が見っからなかった」との回答も

3例存在し、これらは新築である。将来の持家の継承意

向については12例中8で「あまり考えていない」と明確

でないことから、中高齢世帯が居住する持家は10-20年

後にはその多くが空家化することが予想される。

次に戸建借家に入居している6例については、転入当

初から戸建借家の賃貸を希望しており、自治体の空家情

報の活用又は知人の紹介で空家を見つけている。定住意

向は比較的強いものの、6例中5例で「このまま現住宅

1
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に住み続けたい」と回答しており、住替え希望や持家取

得予定は見られない。町営住宅は1例のみで、選択理由

としては戸建借家より設備が新しく夫婦二人に適度な面

積であることや眺望のよさがあげられた。

2)海士町(ファミリー・若者単身世帯が中心)

戸建借家5例における選択要因としては、転入当初か

ら戸建借家の賃貸を希望しており、町の紹介で借り上げ

住宅に入居している場合(3例)と、知人の紹介で入居

表4-4世帯属性の特徴
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している場合(3例)が見られ、両者とも住み替えは希

望していない。定住住宅9例については、7例が「町が

用意してくれたため」と回答しており、住まいに対して

特に希望は見られない。若者単身世帯が多く含まれてい

るため、定住意向は比較的弱く住替えの希望も半数は

「このまま現住宅に住み続けたい」と回答している。一

方で、住み替えを希望している4例について、理由は

「子供が大きくなり、定住住宅が狭くなってきたから」

(ファミリー世帯:3例)や、「農業に挑戦したいので

納屋のある空家に住みたい」(若者単身世帯:1例)が

あげられ、若い世代では家族人数の増加や子供の成長に

伴い、戸建住宅へ住替えることも予想される。

4-5.今後の課題

1)定年退職後の1・Uターンが多い地域(大島町西ノ

島町)では、新規の持家取得や実家の継承が多く見られ、

持家率が高い。定住の意思が強いことが持家の選択要因

となっているものの、一方で条件の良い空家がないこと

が、新築要因となっている場合も存在し、借家不足があ

げられた。これらの持家の継承意向は明確でなく、数十

年後に空家となる可能性が高い。その場合は地域が主体

的に管理し1・Uターン者間の住替えや新規1・Uター

ン者の住まいとして活用することができれば、現状の戸

建借家不足の解決にもつながると考えられる。

2)若い世代の1・Uターンが多い地域(海士町)では、

転入時に定住意向が不明確で賃貸を希望する場合が大半

であった。一方で今後結婚や出産を機に戸建住宅へ住替

えを希望する傾向も見られた。よって若い世代に対して
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は転入時には、金銭的にも負担の少ない定住住宅の確保

と併せてその後家族構成の変化や定住意向に対応できる

戸建住宅の確保といった、住替えを考慮した長期的な住

まいのサポート体制が有効であると考えられる。

5.1・Uターン者住宅を含む農山漁村住宅ストックの

持続的活用・管理システム構築に向けて

5-1.現行活用・管理システムとその評価

近年の都市から農村への移住希望者増をきっかけに、

定住施策の一環として空家を1・Uターン者の住まいと

して活用する「空家活用事業」が実施されている。しか

し、空き家自体は多数存在するものの、活用が進んでい

ない問題が指摘されている。その要因としては、第一に、

家主による盆正月、法事、家族の帰省時における利用や、

仏壇・位牌の安置や家具の保管等により、貸し出しに消

極的である点が指摘される。第二に、農村への移住希

望者は、特に「空家」に関する情報提供及び斡旋を望ん

でいるが、農村地域は不動産業が未発達で、空家の賃貸

市場への出現度が低い。そこで、町村が空家の情報提供

を行う「情報提供」型の空家活用事業が取り組まれ、空

家活用事業を実施している大半の町村がこの方式である

(図5・1)。第三に、空家の老朽化の進行と設備更新

の必要性から、高額な改修費用を要する場合が多い。そ

こで、情報提供と併せて改修費に町村から助成金が支給

される「助成金制度」型事業が始められ、近年増加傾向

にある。第四に、所有者が見知らぬ1・Uターン者に

持家を貸し出すことに不安感があり、所有者と入居者の

信頼関係構築の困難性が指摘される。また入居者主体で
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図4-3住居選択要因と継承・住替え意向(上段:大島町・西ノ島町,下段:海士町)
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改修を行う場合は、改修工事の発注・施工監理の手続き

の負担が生じる。この問題に対しては、町村が個人の空

家を一定期間借り上げ、県の外郭団体(ふるさと島根定

住財団)の助成を受けて改修し、一般の賃貸住宅として

貸し出す「借り上げ+助成金制度」型事業が島根県内の

自治体で取り組まれている。就業体験等の定住施策と連

動した空家活用促進を目指すもので、町村による情報提

供型事業の限界である第三・第四の課題の解決を目指し

た先進的システムとして位置づけられる。

以下では、「借り上げ+助成金制度」型空き家活用シ

ステムの中でも改修費のコスト分散タイプとして注目さ

れる西ノ島方式を取り上げ、その特徴を整理する。

西ノ島町では、過疎化対策として都市生活の経験と知

識を持ち、島暮らしに意欲を持つ50歳以上の年代を誘

致するため、平成6年度から「シルバーアルカディア事

業」に取り組んでいる。当初は滞在型施設利用経験者に

土地を分譲し、定住を促進する計画であったが、希望者

が殺到したため、平成11年度より「空家活用事業」を

開始し、これまでに10件の実績がある。

移住が決まった場合、入居希望者が空家リストから数件

の物件を視察し、適当な物件が見つかると、町と所有者

の間で賃貸借契約が結ばれ、町が入居者の希望を取り入

れて改修設計・改修工事を行う。財団の助成額は離島部

では300万円が上限で、財団の規定では600万円まで

の改修が可能であるが、西ノ島町では改修費の上限が

150万円に定められ、入居者はシルバーアルカディア事

業による定住者に限定している。また、町環境課職員が

改修工事全般を担当するため、民間業者に発注する場合

に比べ、改修費を安価に抑えることができる。工事完了

          ①r惰輯提供」型②「助成金翻度」型③r借り上げ動成金綱度」型

          空き家所有者⑥葭修空き累所有者空き課所有者

          婁録⑦載優費負担i圏iiご亘騰鰻1告1墨録籍⑤介賃貸借③契田約葺婁録          籍介⑤賃賞惜契約熔だ身房「1③使用貸借契約3
         

          Ii懸…⑦盈修費負邉豊田町東螺町⑥賓行線④改修,翻鷺響、⑤葭修畳負蓮          窟介富葺窟介

          竃葺

          i⑧賃賞借契豹:
          

          ⑥醗入居希望書入居希蟹者           入居希望者

          

図5-1空家活用システム

後財団より半額が助成金として町に支給される。町は残

り半額の改修費の2/3、つまり改修費全額の1/3を、所

有者が1/3(全額の1/6)を負担する。

改修工事終了後、町と入居者の間で賃貸借契約が結ば

れ、家賃は所有者に支払われるが、所有者は町が負担し

た1/3の改修費の返済が終わるまで町に毎月家賃相当額

を支払い、返済後は所有者の家賃収入となる。約3年間

で町が負担した改修費の回収が可能になるように家賃が

設定されている。一方、入居者が150万円以上の改修

を希望する場合は、超過分の改修費を入居者が負担する

仕組みである(図5-2)。

このように、所有者も改修費を一部負担することで町

の初期投資は50万円に軽減され、さらに町の負担額回

収後は所有者が家賃収入を得ることができる点が特徴で、

所有者は25万円を負担するが、10年間で100万円以

上の家賃収入を得ることが出来ている。

以上、「借り上げ+助成金制度」型システムは、①自

治体が所有者から空家を借り上げ、改修後に賃貸する方

式であるため、入居者は一般の賃貸住宅と同様に一戸

建住居を賃借できること、②長期賃貸借契約のため、契

約期間中の家賃収入を考慮すれば、改修に必要な費用を

確保できること、③所有者は助成金により空家となった

持家を改修でき、管理・運営も町に委任できるため、所

有者の空家提供を促している点が評価される。

        コーディネーター空き家所有者一卿一一一一幽一囎層一一朧一一一一一一        1防「」

        一一II21`.訂雛        2ぎ荘財伍一騒        ⑤賃貸借契約         i⑪箋馨墾…1①アンケ_ト配布1■   
     

⑦異行報告勢甲,                        恥曜卜7≡r轟西ノ島町⑥幟計・哉鯵・蜜理・還営)圏        自治会1         1

        ②報告Iiil(⑫150万円以上のiI改隆を希鍵する場合巳1に応じて改修費負担)`Illl■■一一一層一一一幽一一一一一,-r-一一」        謬呂課修居内希憲望墾        ⑨賃賞借契約

                入居希望者

難lll藷羅1灘1難1難雛野
翻騰薇。。空、寒。。介、.。。内野薯臨纏鯉継醜難翻魂
容の希盟を聞く)の返済が終わるまで、 　　サに　　　　　

鵬纈聡欝塁騨籍制蔽齢・、1,。万円以上。改饒希蟄、雌
合は.残りの改修餐を入居者が負担する

図5-2西ノ島町の借り上げ方式

5-2.住宅ストック増加見込みに対応する新たな課題

従来、過疎農山漁村の人口定住対策としては、安価な

宅地分譲や住宅建設に対する補助金支給、若者定住住宅

建設等、新規住宅建設が主に取り組まれてきた。また風

光明媚な地域では別荘地をなどリゾート開発が進められ、

地域の自然・社会環境の激変をもたらした所も少なくな

い。こうした短期の住宅建設は一時的には人口増加をも

たらすが、長期的には都市郊外住宅団地の高齢化と空き

家の増加のように、地域住宅ストックの持続的管理及び

地域コミュニティの維持の観点からは課題を有す。

一方、近年の都市から農山魚村への移住希望者の増加

という新たな動向に対して、新規の住宅建設のみでなく、

地域の既存住宅ストックを活用した人口定住施策が取り

組まれている点は注目すべきである。とりわけ高齢化の

進んだ農山漁村においては、今後さらに空家の増加が予

測されるため、空き家を活用した1・Uターン者向け住

宅供給の意義は大きいものと考えられる。

ただし、所有者の事情から空家の活用はあまり進んで

いない。自治体は空家情報の提供のみを行う「空家バン

ク」事業が大半で、契約条件の交渉等の仲介・斡旋まで

取り組む事例は少なく、また改修に対する助成や町村に

よる借り上げを実施している町村は全国的には未だ少数

である。今後は、現状の「空家バンク」制度のみでなく、

農山漁村における1・Uターン者向け住宅を含めた地域
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住宅ストックの持続的活用・管理システムの観点から、

より幅広い取り組みが課題である。

5-3.新たな活用・管理システムの構築に向けて

農山漁村における地域住宅ストックの新たな活用・管

理システムの構築に向けては、これまでの先進事例に学

ぶとともに、各地域の地域性に応じた事業展開を図るこ

とが重要である。先進的システムとして評価される「借

り上げ+助成金制度」型システムを導入・運用する上で

の課題としては、①町村の初期投資としての改修費用負

担額の軽減、②町村が負担した改修費の回収、③所有者

への家賃収入の確保、が指摘されるが、これらの課題を

解決する事業方式として、町村と所有者が改修費用を分

担し、改修費負担分は家賃収入により回収した上で、所

有者の家賃収入も確保するシステム(西ノ島方式)が注

目され、今後の農山漁村地域における空家活用の促進を

図る上で有効な方式と考えられる。

一方、地方自治体が事業主体となる1・Uターン者向

け住宅供給のための空家活用事業のみでなく、NPOや

地域住民団体等が主体となる、子育て支援のための拠点、

また地域の高齢者が安心して暮らすための福祉サービス

提供のための拠点、さらに都市と農山漁村の人々の交流

拠点のための施設等として空家を活用し、地元住民と

1・Uターン者が協力して運営を行い、町村がこうした

活動を支援する仕組みを構築してゆくことが、地域住宅

ストックの持続的管理と地域コミュニティの活性化に貢

献するものと考えられる。図5-3に空家活用型の地域コ

ミュニティ拠点形成のイメージを示すが、都市・農村の

交流事業や田舎暮らし体験事業を始めとして、1・Uタ

ーン者の就労先の確保支援、住宅の確保支援、地元住民

と1・Uターン者を主体とするコミュニティ活動施設整

備等の幅広い取り組みによる地域の活性化が展望される。

おわりに

わたしたちは「団塊の世代」が、その人口規模のゆえ

に、極めて大きい影響を及ぼすものとの前提で研究に臨

んだ。1960～70年の地方県から大都市圏へのこれら世

代の移動は激烈であった。70年をピークに、その流れ

は大きく変わり、大都市周辺に、また一部は確実に地方

県に向かっている。しかし、今後、事態が変化するやも

しれないが、世に喧伝されるほどには、団塊の世代が農

山漁村回帰へと大きく舵を切ることは考えにくいという

結果を得た。確かに、彼らが農山漁村に残すであろう住

宅の量は極めて大きい。島根県の先進的事例のような空

家活用・管理システムが普及し、それぞれの地域に即し

た習熟が求められる所以である。一方、本研究では、予

期せぬ知見が得られた。それは、「退職して農山漁村

へ」という従来の概念とは異なる、より若い現役世代が

居場所を求めて農山漁村を選択するという流れである。

STEP.1地域交薩活動や協饒作業を遜したネットワーク構築
都市住民と地域住民のネットワーク構築

地域交流活動
協働作藁

農村居繋響向上翻醜灘〔収穫体験〕麗参欝農上
匝璽亘〕〔:亙コ
⊂璽璽コ翫ッ匹

コーディネート
惰報発憎企面・発案

自治体

一

STEP.2就繋体験と運動した空き憲活用による定住促遜

'-

5TEP.3空き寒を活用した地域コミュニティ擬点整備

空き家を活用した地域住民による運謹のネットワーク構簗

都窮生活の縫験を役立てる
地域を担う人材として活勧

①運轡する
②利用する

地壊を活性化する
助け含って葛らす

図5-3空家活用型地域コミュニティ拠点形成イメージ

このような流れを、農山漁村地域の主体的な媒介によっ

て、先進世代が蓄積する住宅等居住環境ストックとを結

びつけ、新しい都市・農山漁村に亘るライフサイクル成

立に向けた研究課題が浮上したとも言えよう。
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